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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．売上高には、消費税および地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。 

２．当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については記載しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期 

会計期間 

自平成16年 
３月１日 
至平成16年 
８月31日 

自平成17年
３月１日 
至平成17年 
８月31日 

自平成18年
３月１日 
至平成18年 
８月31日 

自平成16年 
３月１日 
至平成17年 
２月28日 

自平成17年 
３月１日 
至平成18年 
２月28日 

売上高 百万円 1,877 2,006 2,729 4,151 4,546

経常利益 百万円 148 109 171 300 292

中間（当期）純利益 百万円 82 48 59 168 164

持分法を適用した場
合の投資利益 

百万円 － － － － －

資本金 百万円 647 647 647 647 647

発行済株式総数 千株 4,691 4,691 4,691 4,691 4,691

純資産額 百万円 5,224 5,279 5,406 5,310 5,426

総資産額 百万円 6,347 6,405 6,937 6,630 6,782

１株当たり純資産額 円 1,116.37 1,129.88 1,158.34 1,132.87 1,159.92

１株当たり中間(当
期)純利益金額 

円 17.68 10.29 12.79 33.04 32.90

潜在株式調整後１株
当たり中間(当期)純
利益金額 

円 － － － － －

１株当たり配当額 円 － － － 15.00 15.00

自己資本比率 ％ 82.3 82.4 77.9 80.1 80.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 177 164 151 199 211

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △19 △121 △51 △119 220

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △66 △70 △70 △69 △73

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残
高 

百万円 937 829 1,244 857 1,215

従業員数 人 134 140 135 137 141



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成18年８月31日現在

従業員数（人） 135 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間における我が国経済は、原油高など不安要因はあるものの、堅調な企業収益を背景とした雇用、所得環境の

改善により、個人消費の回復や設備投資の増加など民需主導の経済成長が顕著となりました。 

 電線業界においては、銅価、ビニル、ポリエチレン等石化材料の値上げの値戻しが小幅ながら進んだものの、まだまだ販売

価格への転嫁に困窮し、厳しい状況で推移しました。 

 このような厳しい環境の中、営業努力、経費節減、生産効率の向上に鋭意努力した結果、当中間会計期間の売上高は当初の

予想を上回り27億2,925万円と前中間会計期間と比べて36％の増収となりました。経常利益は１億7,189万円、中間純利益は

5,968万円と、共に増益となりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、12億4,454万円となり、前事業年度末より、

2,899万円増加となりました。 

 また、各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、得られた資金は１億5,141万円（前年同期比1,336万円減）となりました。これは主に、仕入債務の増加額

１億7,273万円、税引前中間純利益１億461万円、減価償却費5,698万円等の増加要因に対し、たな卸資産の増加額8,246万

円、売上債権の増加額2,200万円、退職給付引当金の減少額2,081万円、役員賞与の支払額1,030万円等の減少要因が相殺され

たものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は5,186万円（前年同期比6,965万円減）となりました。 

これは主に、有形固定資産の取得による支出4,890万円等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、使用した資金は7,055万円（前年同期比28万円減）となりました。 

これは主に、配当金の支払額6,942万円等によるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注） 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当社は主として見込み生産によっており、受注生産はほとんど行っておりません。 

  

(3）販売実績 

 （注）１．主な相手先別販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

２．金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当社は、既存製品の販路と用途の拡大をはかるとともに、フィールドネットワークケーブルの開発、品揃え、新製品のＣＡＮ

ケーブル、警報用フラットケーブルおよびＭＩＬ光ケーブルの売上高の増大に全力をあげて努力いたします。 

 また、顧客満足度の向上を目指し、以下の３項目を着実に実践しております。 

① コストダウン・価格競争力強化。 

② 新製品の開発。 

③ 超短納期指向への対応。 

  

品目 
当中間会計期間

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前年同期比（％） 

防災用電線（千円） 660,122 127.6 

通信用電線（千円） 539,165 133.9 

計装・制御用電線（千円） 1,292,661 131.3 

その他（千円） 175,197 125.0 

合計（千円） 2,667,146 130.4 

品目 
当中間会計期間

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前年同期比（％） 

防災用電線（千円） 661,835 127.5 

通信用電線（千円） 564,756 141.5 

計装・制御用電線（千円） 1,314,466 135.5 

その他（千円） 188,195 159.9 

合計（千円） 2,729,254 136.0 

相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

泉州電業株式会社 677,666 33.8 853,770 31.3 

株式会社フジクラ 226,577 11.3 405,822 14.9 



４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５【研究開発活動】 

 研究開発については、今後の事業拡大の基礎となる新技術の開発・改良に積極的に取り組んでおります。 

 通信用電線においてはノイズ対策が施された高遮蔽製品の開発が近年特に要請されておりますので、従来品の改良に加えてそ

の用途拡大に努めております。また、前事業年度より外被にポリウレタンを使用した難燃・高強度・可とう性に優れた光ケーブ

ルを販売しております。計装・制御用電線においてはオープンネットワークに使用される電線の要請が高まる中で、国内外の５

規格を取得し、製品を販売しております。さらに防災用電線については、斯界のトップメーカーとしてスケルトン工法に使用で

きる警報用フラットケーブルの販売とともに多目的なセキュリティサービスに活用できるよう開発を行っております。 

 なお、ダイオキシン問題を解決する難燃性・ノンハロゲンの“エコケーブル”や、ビニルの非鉛化について、あらゆる品種で

製品化できております。 

 当中間会計期間の研究開発費の総額は６百万円となっております。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の拡充についての重要な変更は次のとおりであります。 

 東条工場の建物建設に関する計画については計画の一部を変更し、投資予定金額は当初の450百万円から406百万円、着手日は

当初の平成18年11月から平成18年９月、完了予定日は当初の平成19年６月から平成19年３月としました。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(4）【大株主の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 12,000,000 

計 12,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成18年８月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年11月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 4,691,555 4,691,555
㈱大阪証券取引所
（市場第二部） 

－ 

計 4,691,555 4,691,555 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年３月１日 
～平成18年８月31日 

－ 4,691,555 － 647,785 － 637,785

    平成18年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

植村 博 大阪市都島区 499 10.64 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 290 6.18 

植村 剛嗣 兵庫県西宮市 258 5.50 

株式会社フジクラ 東京都江東区木場一丁目５番１号 179 3.82 

青木 さち子 大阪府交野市 173 3.71 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 168 3.59 

昭和電線ホールディング株式
会社 

川崎市川崎区小田栄２丁目１番１号 161 3.43 

ロンバード オーディエ ダ
リエ ヘンチ アンド シー 
（常任代理人 株式会社三菱
東京ＵＦＪ銀行） 

11,RUE DE LA CORRATERIE-CH-1211 GENEVA 
SWITZERLAND 
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１ カ
ストディ業務部） 

105 2.24 

泉州電業株式会社 大阪市北区兎我野町２－４ 97 2.09 

三菱化学株式会社 東京都港区芝５丁目33－８ 77 1.64 

計 － 2,009 42.83 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

 （注） 株主名簿上の自己株式数は、期末日現在の実保有株式数と一致しております。 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株式会社大阪証券取引所市場第二部における、最高・最低株価であります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  平成18年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   23,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,603,000 4,603 － 

単元未満株式 普通株式   65,555 － － 

発行済株式総数 4,691,555 － － 

総株主の議決権 － 4,603 － 

    平成18年８月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本電線工業株式
会社 

大阪府大東市御領
１丁目10番１号 

23,000 － 23,000 0.49 

計 － 23,000 － 23,000 0.49 

月別 平成18年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） 715 684 664 700 666 663 

最低（円） 655 640 634 634 634 638 



第５【経理の状況】 
  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会

計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 また、前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項ただし書により、改正前の中間財

務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）及び当中間

会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けてお

ります。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末
（平成18年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   25,253  63,775 24,216  

２．受取手形   251,632  199,171 279,552  

３．売掛金   1,050,431  1,389,995 1,271,952  

４．有価証券   804,323  1,180,773 1,191,340  

５．たな卸資産   285,676  445,677 363,211  

６．その他   40,651  49,612 28,012  

貸倒引当金   △4,183  △5,126 △4,991  

合計    2,453,785 38.3 3,323,879 47.9  3,153,295 46.5

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１     

(1）建物   611,506  582,581 591,911  

(2）機械装置   379,535  328,979 350,245  

(3）土地   2,476,630  2,421,030 2,421,030  

(4）その他   67,325  67,394 68,274  

計   3,534,997  3,399,986 3,431,461  

２．無形固定資産   3,972  18,942 －  

３．投資その他の資産       

(1）その他   427,140  194,370 206,168  

貸倒引当金   △13,927  △3 △8,349  

計   413,213  194,367 197,818  

合計    3,952,183 61.7 3,613,295 52.1  3,629,280 53.5

資産合計    6,405,969 100.0 6,937,174 100.0  6,782,575 100.0

        

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形   214,116  584,656 434,141  

２．買掛金   248,384  322,329 300,109  

３．短期借入金   300,000  300,000 300,000  

４．未払法人税等   62,463  62,327 62,928  

５．賞与引当金   58,453  53,371 24,445  

６．役員賞与引当金   －  5,000 －  

７．その他 ※３ 119,113  98,125 109,130  

合計    1,002,532 15.7 1,425,809 20.6  1,230,755 18.1

Ⅱ 固定負債       

１．退職給付引当金   123,605  104,728 125,546  

合計    123,605 1.9 104,728 1.5  125,546 1.9

負債合計    1,126,137 17.6 1,530,537 22.1  1,356,302 20.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末
（平成18年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    647,785 10.1 － －  647,785 9.6

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   637,785  － 637,785  

資本剰余金合計    637,785 9.9 － －  637,785 9.4

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   92,150  － 92,150  

２．任意積立金   3,740,000  － 3,740,000  

３．中間（当期）未処
分利益 

  152,018  － 267,934  

利益剰余金合計    3,984,168 62.2 － －  4,100,084 60.4

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   18,451 0.3 － －  51,176 0.8

Ⅴ 自己株式    △8,358 △0.1 － －  △10,556 △0.2

資本合計    5,279,831 82.4 － －  5,426,273 80.0

負債資本合計    6,405,969 100.0 － －  6,782,575 100.0

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１．資本金    － － 647,785 9.3  － －

２．資本剰余金       

(1）資本準備金   －  637,785 －  

資本剰余金合計    － － 637,785 9.2  － －

３．利益剰余金       

(1）利益準備金   －  92,150 －  

(2）その他利益剰余
金 

      

別途積立金   －  3,840,000 －  

繰越利益剰余金   －  147,281 －  

利益剰余金合計    － － 4,079,431 58.8  － －

４．自己株式    － － △11,686 △0.2  － －

株主資本合計    － － 5,353,315 77.1  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

１．その他有価証券評
価差額金 

   － － 53,321 0.8  － －

評価・換算差額等合
計 

   － － 53,321 0.8  － －

純資産合計    － － 5,406,637 77.9  － －

負債純資産合計    － － 6,937,174 100.0  － －

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    2,006,412 100.0 2,729,254 100.0  4,546,276 100.0

Ⅱ 売上原価    1,568,954 78.2 2,203,643 80.7  3,568,356 78.5

売上総利益    437,457 21.8 525,611 19.3  977,920 21.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   330,629 16.5 357,080 13.1  690,137 15.2

営業利益    106,827 5.3 168,531 6.2  287,783 6.3

Ⅳ 営業外収益 ※１  4,125 0.2 4,835 0.2  7,794 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  1,149 0.0 1,473 0.1  3,143 0.1

経常利益    109,803 5.5 171,893 6.3  292,433 6.4

Ⅵ 特別利益       

固定資産売却益    － － － －  83,461 1.8

貸倒引当金戻入金
益 

   － － － －  5,268 0.1

Ⅶ 特別損失       

役員退職金    24,882 1.3 67,275 2.5  90,423 2.0

生命保険解約損    － － － －  2,700 0.0

電話加入権評価損    － － － －  3,972 0.1

税引前中間（当
期）純利益 

   84,921 4.2 104,618 3.8  284,067 6.2

法人税、住民税及
び事業税 

  59,263  59,066 130,493  

法人税等調整額   △22,449 36,814 1.8 △14,134 44,931 1.6 △10,448 120,045 2.6

中間（当期）純利
益 

   48,106 2.4 59,686 2.2  164,022 3.6

前期繰越利益    103,911 －  103,911 

中間（当期）未処
分利益 

   152,018 －  267,934 

        



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

  

 （注） 平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  株主資本

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 

  
資本準備
金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 

  
別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年２月28日 残高(千円) 647,785 637,785 637,785 92,150 3,740,000 267,934 4,100,084 △10,556 5,375,097

中間会計期間中の変動額   

剰余金の配当（注）  △70,038 △70,038  △70,038

役員賞与（注）  △10,300 △10,300  △10,300

別途積立金の積立（注）  100,000 △100,000 －  －

中間純利益  59,686 59,686  59,686

自己株式の取得  △1,129 △1,129

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

  

中間会計期間中の変動額合計
（千円） 

 100,000 △120,652 △20,652 △1,129 △21,782

平成18年８月31日 残高(千円) 647,785 637,785 637,785 92,150 3,840,000 147,281 4,079,431 △11,686 5,353,315

  評価・換算差額等 

純資産合
計 

  
その他有
価証券評
価差額金 

評価・換
算差額等
合計 

平成18年２月28日 残高(千円) 51,176 51,176 5,426,273

中間会計期間中の変動額  

剰余金の配当（注）  △70,038

役員賞与（注）  △10,300

別途積立金の積立（注）  －

中間純利益  59,686

自己株式の取得  △1,129

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

2,145 2,145 2,145

中間会計期間中の変動額合計
（千円） 

2,145 2,145 △19,636

平成18年８月31日 残高(千円) 53,321 53,321 5,406,637



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

当中間会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間(当期)純
利益 

  84,921 104,618 284,067 

減価償却費   62,694 56,987 126,371 

貸倒引当金の増加額
(△減少額) 

  △498 △8,210 △5,268 

賞与引当金の増加額
(△減少額) 

  36,425 28,925 2,417 

役員賞与引当金の増
加額（△減少額） 

  － 5,000 － 

退職給付引当金の増
加額（△減少額） 

  6,657 △20,818 8,598 

受取利息及び受取配
当金 

  △1,411 △1,337 △2,785 

支払利息   1,132 982 2,174 

固定資産除却損   － 472 920 

電話加入権評価損   － － 3,972 

固定資産売却益   － － △83,461 

生命保険解約損   － － 2,700 

売上債権の減少額
(△増加額) 

  154,077 △22,006 △86,645 

たな卸資産の減少額
(△増加額) 

  53,452 △82,465 △24,082 

仕入債務の増加額
(△減少額) 

  △142,075 172,734 129,674 

未払消費税等の増加
額(△減少額) 

  5,641 △7,274 8,644 

役員賞与の支払額   △14,000 △10,300 △14,000 

その他流動資産の減
少額(△増加額) 

  1,576 △2,428 △1,656 

その他流動負債の増
加額(△減少額) 

  △10,725 △7,617 6,306 

その他   962 － 1,924 

小計   238,832 207,261 359,871 

利息及び配当金の受
取額 

  1,411 1,337 2,785 

利息の支払額   △1,121 △1,148 △2,168 

法人税等の支払額   △74,340 △56,036 △148,863 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  164,781 151,412 211,626 



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

当中間会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有形固定資産の取得
による支出 

  △117,387 △48,905 △164,740 

固定資産の売却によ
る収入 

  － 436 144,888 

投資有価証券の償還
による収入 

  － － 200,000 

生命保険積立金の増
加額 

  △4,391 △5,440 △15,684 

生命保険解約による
収入 

  － 744 55,288 

貸付による支出   － △1,400 － 

貸付金の回収による
収入 

  － 300 － 

その他   260 2,400 260 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △121,518 △51,864 220,012 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

自己株式の取得によ
る支出 

  △1,146 △1,129 △3,344 

配当金の支払額   △69,696 △69,426 △69,893 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △70,843 △70,556 △73,238 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

  △27,580 28,991 358,400 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  857,157 1,215,557 857,157 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

  829,576 1,244,549 1,215,557 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

満期保有目的の債券 － 満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法）   同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は総

平均法により算定） 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

総平均法により算定） 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は総平均

法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  総平均法による原価法 同左 同左 

  (2）デリバティブ (2）     － (2）デリバティブ 

  時価法   時価法 

  (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

  製品、仕掛品、原材料 製品、仕掛品、原材料 製品、仕掛品、原材料 

   総平均法による原価法 同左 同左 

  貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

   最終仕入原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法によ

っております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

同左 同左 

  建物       ７～31年     

  機械装置     ５～10年     

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上してお

ります。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上しておりま

す。 

同左 同左 

  (3）     － (3）役員賞与引当金 (3）     － 

    役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額

の当中間会計期間に帰属する

金額を計上しています。 

  



  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末におけ

る退職給付債務及び年金資産

額に基づき計上しておりま

す。なお、会計基準変更時差

異（46,411千円）につきまし

ては５年による按分額を費用

の戻入処理しております。 

従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末におけ

る退職給付債務及び年金資産

額に基づき計上しておりま

す。 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産額に

基づき計上しております。な

お、会計基準変更時差異

（46,411千円）につきまして

は５年による按分額を費用の

戻入処理しております。 

４．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 ───── (1）ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっており

ます。また、特例処理の要件を

満たしている場合には、特例処

理を採用しております。 

   繰延ヘッジ処理によっており

ます。また、特例処理の要件を

満たしている場合には、特例処

理を採用しております。 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象   (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段   ・ヘッジ手段 

  デリバティブ取引（金利ス

ワップ取引） 

  デリバティブ取引（金利ス

ワップ取引） 

  ・ヘッジ対象   ・ヘッジ対象 

  ユーロ円債   ユーロ円債 

  (3）ヘッジ方針   (3）ヘッジ方針 

  当社は、保有する一部の債券

の金利リスクを回避する目的

でのみヘッジ取引を行う方針

であります。 

  当社は、保有する一部の債券

の金利リスクを回避する目的

でのみヘッジ取引を行う方針

であります。 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法   (4）ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象とヘッジ手段につ

いて、相場変動額またはキャ

ッシュ・フロー変動額を、ヘ

ッジ期間全体にわたり比較

し、有効性を評価しておりま

す。 

  ヘッジ対象とヘッジ手段につ

いて、相場変動額またはキャ

ッシュ・フロー変動額を、ヘ

ッジ期間全体にわたり比較

し、有効性を評価しておりま

す。 

  (5）その他   (5）その他 

  ヘッジ取引の執行・管理につ

いては、社内ルールに基づ

き、総務部が社長の決裁を得

て行っております。 

  ヘッジ取引の執行・管理につ

いては、社内ルールに基づ

き、総務部が社長の決裁を得

て行っております。 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３カ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式を採用しております。 

同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

────── １．固定資産の減損に係る会計基準 

 当中間会計期間より、「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日）及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しています。これによる当

中間会計期間の損益に与える影響

はありません。 

────── 

────── ２．役員賞与に関する会計基準 

 当中間会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29日）

を適用しています。これにより、

営業利益、経常利益、税引前中間

純利益がそれぞれ5,000千円減少

しております。 

────── 

────── ３．貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準 

 当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しています。 

 従来の資本の部の合計に相当す

る金額は、5,406,637千円であり

ます。 

 なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間におけ

る中間貸借対照表の純資産の部に

ついては改正後の中間財務諸表等

規則により作成しています。 

────── 



追加情報 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

法人事業税における外形標準課税 ────── 法人事業税における外形標準課税 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平

成15年３月31日に公布され、平成

16年４月１日以後に開始する事業

年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当中間会計期

間から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い（平

成16年２月13日 企業会計基準委

員会実務対応報告第12号）」に従

い法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。この

結果、販売費及び一般管理費が

3,297千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が同

額減少しております。 

  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平

成15年３月31日に公布され、平成

16年４月１日以後に開始する事業

年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度か

ら「法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い（平成16

年２月13日 企業会計基準委員会

実務対応報告第12号）」に従い法

人事業税の付加価値割及び資本割

については、販売費及び一般管理

費に計上しております。この結

果、販売費及び一般管理費が

7,055千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が同

額減少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当中間会計期間に帰属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 該当事項はありません。 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末
（平成18年８月31日） 

前事業年度末 
（平成18年２月28日） 

  千円 千円 千円 

※１ 有形固定資産の減価償

却累計額 
2,807,072 2,805,638 2,759,471 

 ２ 受取手形裏書譲渡高 160,327 349,999 263,181 

※３ 消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消費税等は

これを相殺し、流動負債のその他

に計上しております。その金額は

13,529千円であります。 

仮払消費税等及び仮受消費税等は

これを相殺し、流動負債のその他

に計上しております。その金額は 

9,257千円であります。 

───── 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  千円 千円 千円 

※１ 営業外収益のうち主要

なもの 

   

受取利息 0 7 0 

有価証券利息 999 541 2,014 

受取配当金 411 788 771 

※２ 営業外費用のうち主要

なもの 

   

支払利息 1,132 982 2,174 

 ３ 減価償却実施額    

有形固定資産 62,694 56,987 126,371 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当中間会計期間増
加株式数（千株） 

当中間会計期間減
少株式数（千株） 

当中間会計期間末
株式数（千株） 

発行済株式 

普通株式 4,691 － － 4,691 

合計 4,691 － － 4,691 

自己株式 

普通株式（注） 22 1 － 23 

合計 22 1 － 23 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月25日 
定時株主総会 

普通株式 70,038 15 平成18年２月28日 平成18年５月26日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年８月31日現在） （平成18年８月31日現在） （平成18年２月28日現在）
  
現金及び預金勘定 25,253千円

有価証券 804,323千円

現金及び現金同等物 829,576千円

  
現金及び預金勘定 63,775千円

有価証券 1,180,773千円

現金及び現金同等物 1,244,549千円

現金及び預金勘定 24,216千円

有価証券 1,191,340千円

現金及び現金同等物 1,215,557千円



（リース取引関係） 

 該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年８月31日現在） 

  

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間会計期間末（平成18年８月31日現在） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  
中間貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 － － － 

(3）その他 201,200 201,502 302 

合計 201,200 201,502 302 

区分 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 50,139 81,250 31,110 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

公社債投資信託の受益証券（ＭＭＦ） 6,122 

公社債投資信託の受益証券（ＦＦＦ） 798,200 

区分 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 50,139 140,043 89,903 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

公社債投資信託の受益証券（ＭＭＦ） 6,126 

公社債投資信託の受益証券（ＦＦＦ） 1,174,647 



前事業年度末（平成18年２月28日現在） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（平成17年８月31日） 

 ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

  

当中間会計期間（平成18年８月31日） 

 期末残高がないため該当事項はありません。 

  

前事業年度（平成18年２月28日） 

 期末残高がないため該当事項はありません。 

  

  

  次へ 

区分 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

株式 50,139 136,425 86,285 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

公社債投資信託の受益証券（ＭＭＦ） 6,123 

公社債投資信託の受益証券（ＦＦＦ） 1,185,217 



（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  

１株当たり純資産額 1,129円88銭

１株当たり中間純利益
金額 

10円29銭

  

１株当たり純資産額 1,158円34銭

１株当たり中間純利益
金額 

12円79銭

１株当たり純資産額 1,159円92銭

１株当たり当期純利益
金額 

32円90銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。 

  
前中間会計期間

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

中間（当期）純利益（千円） 48,106 59,686 164,022 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 10,300 

（うち役員賞与金） (－) (－) (10,300) 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

48,106 59,686 153,722 

期中平均株式数（株） 4,673,229 4,668,436 4,671,864 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第42期）（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日）平成18年５月26日近畿財務局長に提出 

  

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成18年５月29日近畿財務局長に提出 

 事業年度（第42期）（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

  

(3）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成18年９月７日近畿財務局長に提出 

 事業年度（第42期）（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年11月25日

日本電線工業株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 米沢  顕  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 成瀨 幹夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本電線工業株式会社の平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第42期事業年度の中間会計期間（平成17年３月

１日から平成17年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、日本電線工業株式会社の平成17年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

17年３月１日から平成17年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年11月26日

日本電線工業株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 米沢  顕  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 成瀨 幹夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本電線工業株式会社の平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第43期事業年度の中間会計期間（平成18年３月

１日から平成18年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本

等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、日本電線工業株式会社の平成18年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

18年３月１日から平成18年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 
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